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１．（社）全国旅行業協会の概要 
 

（１）設 立  昭和４１年２月２２日 

（２）所在地  東京都港区虎ノ門４－１－２０ 田中山ビル５階 

（３）目 的 

   本会は、旅行業者及び旅行業者代理業者（以下「旅行業者等」という。）の旅行業務

等に関する取引の公正を確保するとともに、会員相互の連絡協調を図ることにより、

旅行業の発展向上を期し、もって旅行の安全の確保及び旅行者の利便の増進に資する

ことを目的とする。 

（５）会 長  二階 俊博 

（６）会員数（平成 23 年 4 月 1 日現在） 正会員 ５，５３０社（福島県：１１３社）  

  ・会員の９０％以上が従業員数１００人以下の中小企業であり、また、従業員数１０

人以下の零細事業者が全体の７０％以上を占めている。 
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２．福島県支部会員の被害状況 

① 東日本大震災の影響による旅行キャンセル状況調査結果 

・ 本年 3 月、当協会の実施した東日本大震災の影響による旅行キャンセル状況調査

によると、東北地区及び福島県支部会員の取扱う 3 月～6 月の旅行キャンセル状

況は以下のとおり。 

 

都道府県名 件 数 取扱人数（人） 旅行代金（万円） 

青 森 県 １，９００ １８，０００ ６１，０００

岩 手 県 １，１００ ９，９００ ２９，０００

宮 城 県 ８３０ １７，０００ ４０，０００

山 形 県 ２，１００ ２４，０００ ５９，０００

福 島 県 ２，６００ ４５，０００ ９２，０００

   → 大量の旅行キャンセルの発生や旅行の手控えによって、旅行会社の経営基盤が 

大きく揺らいでいる。 
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② 東北地区及び福島県支部会員の全旅協福祉共済制度の利用状況 

（２３年３月～５月の対前年同月比） 

 

都道府県名 ３月分 ４月分 ５月１６日まで 

青 森 県   ３７．３ ％   ３４．５ ％   ３４．５ ％

岩 手 県 ３０．４   １１．８    ９．４ 

宮 城 県     ３８．７    ６．４    ６．８ 

秋 田 県   ３６．４   ２９．１   １６．４ 

山 形 県   ２４．７   ２６．４   １７．７ 

福 島 県   ２５．０    ５．８    ６．６ 

全 国 平 均 ５９．５   ５５．１   ２９．１ 

 

→ 東北地区の中でも福島県会員の利用状況が大きく落ち込んでいる。 
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③ 原発による会員の避難の状況 

・ 原発の避難区域及び自主避難区域に本社営業所を持ち、現在、区域外に避難してい

る福島県支部会員は８社ある。 

   → 上記８社を含め、原発等の影響により事業の再開の見込みが立たない支部会員が 

２０社ある。 

 

④ 福島県支部会員の主な声 

・震災発生以降、福島県民の旅行需要はほとんどなく開店休業状態のため、従業員を

一時解雇した。 

・営業は再開したが、原発が終息しないと全く営業にならない。また、このままでは

秋・冬の旅行にも大きな影響が心配される。 

・ 原発により原発周辺の会員はもとより、殆どの会員は風評被害で仕事がない。 

・ 夏に本県で開催予定であった中学生の東北地区スポーツ大会が、原発を理由に他県

に変更された。 
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・ ３～6 月の関西、関東方面からのお客様が全てキャンセルになり 3,000 万円以上

の損害が発生した。速やかな損害賠償をお願いしたい。 

・ 旅行先で福島県ナンバーの車は歓迎されないムードがある。 

・ お客様自体が外出すると危険であると思い込み、3 月中旬以降年内の旅行計画を中

止している。 

・ お各様がバラバラに避難しているため確認を取ることが困難でほとんどの旅行が

キャンセルになった。 

・ 毎日旅行の取り消しの電話、FAX の対応に明け暮れており全く夢も希望もない。

キャンセル料ももらっていない。 

・ 南会津管内における旅行需要は震災の影響により全てなくなった。直接的な影響が

少ないにも関わらず、自粛ムードが高まり回復の兆しが見えない。 

・ 原発の２０キロ圏内に店舗があるため震災以降一日も店舗に戻れない。顧客とは連

絡がつかないところがほとんどで、6 月～9 月の旅行も全てキャンセルになってい

る。5 月～7 月が一番の稼ぎ時なので影響が大きい。 
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３．全国の会員の被害状況 

 

全旅協福祉共済制度の利用状況（２３年３月～５月の対前年同月比） 

地 域 別 ３月分 ４月分 ５月１６日まで 

北 海 道 ５４．９ ％ ４８．７ ％ ４６．２ ％ 

東   北  ３３．１  ２０．４  １５．１ 

関   東  ３６．５  ３８．６  ２６．２ 

京   浜  ４５．９  ３０．４  ２３．３ 

北 信 越  ５８．２  ６２．１  ２７．３ 

東   海  ７５．７  ６３．８  ３１．９ 

近   畿  ７９．７  ７６．６  ３０．５ 

中   国  ８１．０  ７８．４  ３６．２ 

四   国  ８１．８  ７６．０  ３９．８ 
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九   州  ６８．６  ７１．９  ３７．１ 

全 国 平 均 ５９．５  ５５．１  ２９．１ 

 

→ 全国的に被害が及んでいるが、特に東北地区の落ち込みが大きい。 

  

 




